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意見書 

 

 

１ 難病患者全般（特定疾患だけではない）の就労支援体制の確立をしてください。 

２ 自立支援医療について、長期慢性疾患等を拡充してください。 

３ 高額医療費の限度額を下げてください 

４ 重症難病患者の病床の確保の体制を確立してください。 

５ 地域での専門医の確保が厳しい状況にあります。専門医の拡充してください。 

６ 難病相談支援センターの予算は国が全てを確保してください 

７ 介護保険の認定制度が認知症の方を優先にした認定となっており、適切な認定をして

いただきますようお願いします。障害者手帳のある方がサービスを受けようと思っても、

介護保険が優先するということで、適正なサービスを受けられない状況にあります。 

８ 障害程度区分が適正に認定されていないため、適正に認定してください 

９ 小児慢性特定疾患の 20 歳以上の方の医療費を削減してください。 

 

以上 
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